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​【本調査について】​

​2026年2月2日、緊急避妊薬(通称アフターピル)の薬局販売が開始されました。全国7000以​
​上の薬局での取り扱いでのスタートとなりましたが、スタート当初よりしばらく都道府県に​
​より、取り扱い薬局数には大きなばらつきがありました。改善の兆しは見えていますが、ま​
​だ公平なアクセスの実現には至っていません。緊急避妊薬を提供するための障壁や改善策を​
​明らかにすることで、地域格差をできる限り是正し、緊急避妊薬を提供したいと思う薬剤師​
​が速やかに取り扱いを開始できるよう、そして、緊急避妊薬を必要とするすべての方が入手​
​できる社会を実現できるよう、本調査を実施しました。​

​＜目的＞​
​緊急避妊薬を薬局・ドラッグストアで販売するうえでの薬剤師の障壁を明らかにし、課題と​
​今後の対策を整理すること。​

​＜対象＞​
​薬剤師​

​＜概要＞​
​方法：「Googleフォーム」を使用したアンケート調査。​
​　　　フォームのURLを「＃緊急避妊薬を薬局でプロジェクト」SNSを中心に発信し、​
​　　　当事者にリーチさせる「スノーボールサンプリング」で実施した。​
​　　　選択式の設問で「その他」を選び、自由記述があった回答については、調査実施者で​
​　　　項目を再分類してまとめた。​
​実施期間：2026年2月9日-2月28日23:59​
​回答者数：薬剤師692名​
​実施者：＃なんでないの プロジェクト​
​協力：NPO法人ピルコン​

​<調査使用上の注意・お願い>​
​●​ ​調査結果の偏り​

​本件に関して問題意識が高い層にリーチしている可能性などにより、回答者の偏り​
​が存在します。本データは母数を薬剤師一般ではなく、本調査回答の薬剤師と解釈​
​しています。利用する上では対象者の偏り、 サンプル数、表現等にご留意の上、取​
​扱いにご注意ください。​

​●​ ​調査実施時からの変動の可能性​
​各地域の連携状況や、登録薬局・薬剤師数等は、調査時から変動がある可能性があ​
​るため、最新情報については、厚生労働省のサイトや各地域の薬剤師会・医師会・​
​産婦人科医会へのご確認・問い合わせをお願いします。​

​●​ ​引用・転載等​
​引用・転載等の際は、「＃なんでないのプロジェクト調べ」と出典明記をお願いし​
​ます。メディア掲載される場合は、必ず事前にお問い合わせください。​

​●​ ​お問い合わせ先​​：nandenainohinin@gmail.com​
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​【都道府県別回答者数】​
​【北海道・東北​​】​ ​【関東】​ ​【中部】​

​北海道​ ​89​ ​茨城​ ​15​ ​新潟​ ​4​

​青森​ ​15​ ​栃木​ ​3​ ​富山​ ​1​

​岩手​ ​12​ ​群馬​ ​13​ ​石川​ ​2​

​宮城​ ​18​ ​埼玉​ ​57​ ​福井​ ​2​

​秋田​ ​23​ ​千葉​ ​105​ ​山梨​ ​4​

​山形​ ​11​ ​東京​ ​46​ ​長野​ ​7​

​福島​ ​16​ ​神奈川​ ​21​ ​岐阜​ ​5​

​静岡​ ​3​

​愛知​ ​40​

​【近畿】​ ​【中国・四国】​ ​【九州・沖縄】​

​三重​ ​4​ ​鳥取​ ​3​ ​福岡​ ​0​

​滋賀​ ​23​ ​島根​ ​3​ ​佐賀​ ​17​

​京都​ ​8​ ​岡山​ ​1​ ​鹿児島​ ​5​

​大阪​ ​26​ ​広島​ ​4​ ​長崎​ ​2​

​兵庫​ ​20​ ​山口​ ​0​ ​熊本​ ​5​

​奈良​ ​5​ ​徳島​ ​2​ ​大分​ ​2​

​和歌山​ ​0​ ​香川​ ​0​ ​宮崎​ ​1​

​愛媛​ ​1​ ​沖縄​ ​29​

​高知​ ​14​

​東北　１　　答えたくない　２​

​【緊急避妊薬の調剤及び販売に関するe-ラーニングを受けましたか？】​
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​【地域の薬剤師会の会員ですか？】​

​【ご所属の薬局は、緊急避妊薬の試験販売に協力されていましたか？】​

​その他：​
​当時の状況を知らない・・・２​
​薬局以外のところに勤務している・・・４​

​【ご所属の薬局において、現在、要指導医薬品である緊急避妊薬を取り扱っ​
​ていますか？】​
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​【ご所属の薬局は、オンライン診療を受けて緊急避妊薬の調剤に対応可能な​
​薬剤師が在籍していますか？】​

​【要指導医薬品である緊急避妊薬の販売・取り扱いに関する障壁があれば教​
​えてください(複数回答、いくつでも選択可)】​​回答者数692名​

​その他：​
​在庫の廃棄リスク・返品不可・収益性(13)​
​主な意見：緊急避妊薬は、需要が読みにくい一方で、使用期限があり、不動在庫となり、結​
​果的に期限切れで廃棄となるリスクが高い薬となっている。​

​会社の意向・準備不足 (8)​
​主な意見：現場の薬剤師は取り扱いを望んでいても、会社の方針により取り扱いが制限され​
​るケースが指摘された。本社からOTC販売を行わないよう指示がある、調剤のみで販売は​
​行わない方針であるといった場合があり、その原因として、研修費や在庫費用が指摘され​
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​た。加えて、社内マニュアルが整備されないままの発注・納品や、経営者の交代による方針​
​変更も挙げられていた。​
​薬剤師会・医師会との連携(7)​
​主な意見：薬局と近隣の産婦人科の連携の遅れが指摘された。OTC販売開始時に包括連携​
​が間に合わなかった、産婦人科との連携先が見つかっていないとの意見も見られた。また、​
​地域によっては包括連携に際して費用がかかることへの指摘も挙げられた。​
​例）「〇〇薬剤師会の会員は在籍しているが、会員でない薬剤師の掲載に、薬剤師会から費​
​用がかかると言われている。研修を受ける、掲載されるにもお金がかかるのであれば、ほと​
​んど売る機会のない緊急避妊薬の販売に懸念を示す薬局がいるのも無理はないと思う。会員​
​がいる薬局の薬剤師の掲載には費用を取るべきではない。そうでないと取組が広がっていか​
​ない。」​

​手続きが煩雑・時間がかかる(5)​
​主な意見：研修終了後の登録方法が複雑、申請がリストに反映されていないといったトラブ​
​ルや、トラブル時の問い合わせ先も分かりにくいとの声が見られた。また、申請ができても​
​取り扱える薬剤師の名簿への反映には時間がかかり、特に人事異動の多い大手ではタイムラ​
​グが生じやすいことも挙げられた。​

​夜間・休日対応(4)​
​主な意見：夜間や休日を含む対応負担の大きさが指摘された。在庫確認の電話が夜間にも入​
​る、休日にも緊急対応が求められるといった声や、事前に情報を確認せずに電話や来局があ​
​るとの意見が見られた。また、24時間対応でない薬局にとっては対応が難しいことや、夜​
​間・休日対応によるワークライフバランスへの影響も挙げられていた。​

​購入者への対応課題(4)​
​主な意見：購入者対応に関する課題が指摘された。外国人観光客に対して、言語の壁やトラ​
​ブルへの懸念の声があがった。また、購入者側の理解不足への対応の難しさに加え、説明書​
​の記載が十分でなく、服用可否の判断に必要な情報確認が困難であるとの指摘もあった。さ​
​らに、どこまで薬剤師が判断・指導を行うべきか、責任の所在が不明確である点も課題とし​
​て挙げられていた。​

​需要のなさ(3)​
​主な意見：高齢者患者が多いといった理由から、問い合わせや処方の実績がなく、地域的に​
​ニーズが少ない/ほぼないために取り扱っていないという指摘があった。​

​1人薬剤師店舗(3)​
​主な意見：1人薬剤師の店舗では、調剤業務と並行して十分な対応を行うことへの不安や、​
​通常業務への影響が懸念されているとの声が見られた。​

​その他(5)​
​病院薬剤科であるため在庫が持てないといった制約や、オンライン診療との違いの不明確​
​さ、薬剤師の性別や面前服用に関する懸念の声があがった。​
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​【（緊急避妊薬の入荷可能個数を制限されている方）具体的な個数がわかれ​
​ば教えてください】​

​【( 産婦人科医との連携がとれない方へ)理由がわかれば教えてください(複数​
​回答可能)】​​回答者数198名​

​その他：​
​薬剤師会の課題(6)​
​主な意見：薬剤師会の全体での包括連携が遅れている、行われていない、周知が適切でない​
​といった指摘がされた。また、包括連携ができておらず、「市薬剤師会が主催で個別連携に​
​対して動いている」という声もあった。また、連携はあるものの、そのリストに「市内の産​
​婦人科が記載されていないため、今後産婦人科へ個別の対応を検討している」という声も​
​あった。​

​医師会の課題(5)​
​主な意見：地元医師会が非協力的、反対表明をしている等の理由で、包括連携ができず、個​
​別連携も難しい、そのうえで連携をするには金銭を求められるという声も上がった。​
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​例）「連携を引き受けてくれる婦人科が見つからない。責任がとれない、面倒なのはお断​
​り、前向きに検討したいが問題点があるなど断られた理由は様々。」​
​例）「薬剤師会が包括連携の為の準備を進めていたが、販売開始直前に包括連携が難しいと​
​連絡があった。その為、医師会もしくは産婦人科医会との間に軋轢等があると考え、個別の​
​連携にも消極的にならざるを得ない状況である」​

​近隣に産婦人科がない(4)​

​連携に費用が必要(2)​
​主な意見：「産婦人科医会から協力医院に対して個人薬局は1件5万円　チェーン薬局は60​
​万円を支払わなければ包括契約はしない」と言われた、「所属会社が薬剤師会にコネクト無​
​く、連携に関するとりまとめが有料となった」等、連携に費用を求められ、進まないケース​
​が見られた。​

​連携協議中(2)​

​その他(6)​
​連携しづらい、申し込んだが反映されていない、状況説明がない、どうしたらいいかわから​
​ないといった声が見られた。​

​【(研修も修了し薬剤師会に取り扱いの申請をしたが、取り扱い薬局のリスト​
​に反映されていない方へ)その理由がわかれば教えてください】​​回答者数199名​
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​【どのようなことがあれば、 緊急避妊薬の適正使用を保ちながら取り扱い薬​
​局販売がより拡大すると思いますか？（複数選択可）】​​回答者数642名​

​【その他】​
​医師会との連携改善(9)​
​主な意見：個別連携ではなく、包括連携によるスムーズかつ更なる費用負担を求めない連携​
​体制の構築を求める声が上がった。また、個別連携を求められた場合にも、協定の書類作成​
​や連絡先探しへのサポートを求める声が上がった。​

​在庫にまつわる課題解決(9)​
​主な意見：在庫が動かず期限切れとなるリスクへの懸念が見られ、返品や交換が可能であれ​
​ば対応しやすいとの意見が挙げられた。市場ニーズの高まりや需要の可視化、また、一方で​
​十分な入荷量の確保が難しい状況に対し流通の安定化を求める声も見られた。​

​啓発・教育・意識改革(8)​
​主な意見：購入希望者を含む市民、社会全体が緊急避妊薬や妊娠に関する理解を深められる​
​よう、政府や自治体による広報や、学校・職場等での啓発の必要性が指摘された。​

​薬局の費用負担減(5)​
​主な意見：研修の無償化、また、連携に際した経済的負担の見直しを求める声が上がった。​
​加えて、不動在庫による金銭的負担の軽減を求める要望もあった。​

​薬局側の改善(4)​
​主な意見：薬局間での情報共有や関係者の意識向上の必要性が指摘された。相談スペースの​
​運用方法や、販売実績、問い合わせ件数といった需要に関する情報を薬剤師や薬局関係者間​
​で共有してほしいという声、また、それらもふまえ、薬剤師一人ひとり、大手調剤・ドラッ​
​グストア企業も含めてその重要性の認識向上を求める声も上がった。​

​面前服用等、販売方法改善(2)​
​主な意見：面前服用の撤廃を求める声があがった。その背景には、男性薬剤師でも扱いやす​
​い様に等が挙げられた。​

​その他(6)​
​大手がやりやすい制度設計、また、迅速な取り扱い薬局へのリスト反映を求める声が上がっ​
​た。一方で、そもそも取り扱いを拡大する必要を感じないという声もあった。​
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​【考察】＜緊急避妊薬を扱う上での主なハードルと求められる施策>​

​アンケート調査結果をもとに、特に多かった回答の項目について、【全国における取り扱い​
​薬剤師数増加に関するもの】と【地域格差是正に関するもの】に分け、その課題点と施策を​
​分析し、下記に整理した。​

​【全国における取り扱い薬剤師数増加に関するもの】​

​● 現場での対応負担・相談体制の課題​
​回答者のうち、約3割の薬剤師は、「緊急避妊薬の販売・取り扱いに関する障壁」は特にな​
​いと回答している。一方で、回答者のうち約3割が「プライバシーを守れる場所の確保が難​
​しい」「トラブルや責任が不安」と回答しており、緊急避妊薬を扱ううえでの不安感や、そ​
​れに伴う慎重な姿勢が見受けられる。また、同様に3割弱が「煩雑なプロトコル」「提供に​
​時間がかかる」を挙げていることから、緊急避妊薬対応の負担感があることが示唆される。​
​「女性薬剤師不在」の回答も約2割あり、「緊急避妊薬は女性薬剤師が対応するのが望まし​
​い」という考えが背景にあることもうかがえた。​

​求められる施策▶薬剤師自身が安心して提供できる施策の強化​​が求められている。実際、回​
​答者のうち約6割は、取り扱い拡大の施策として「対応マニュアル等の充実化」を選択して​
​おり、数ある選択肢の中で最も強く求められた施策であった。一方で、1割程度は研修にか​
​かる時間の長さ、受講料の高さ等、研修に関する負担感を指摘している。そのため緊急避妊​
​薬に関連する知識を増やすよりも、あくまで​​提供するうえでの困難事例や、地域において支​
​援機関が連携し対応する際の参考となる実務的な資料などを充実化する​​ことが重要と思われ​
​る。既に2023年11月より緊急避妊薬の試験的運用及び調査が行われており、そこで得られ​
​た声や知見を活かしていくことも有効だと考えられる。また、プライバシーを守れる場所の​
​確保について、緊急避妊薬の取り扱い条件のプライバシー確保は、薬局等内に個室を有する​
​ことのみに限られない。薬局等内におけるプライバシー確保の工夫や、薬剤師の性別によら​
​ない対応方法等に関する好事例を薬局等・薬剤師に向けて共有していくことも取り扱い薬​
​局・ドラッグストアの増加に寄与すると考えられる。​

​●費用・流通・採算性の課題​
​緊急避妊薬はその単価の高額さから、廃棄になった際の薬局の負担が大きい。ニーズも読み​
​にくく、返品もできない、そもそも収益も低いといった声もあった。取り扱いを希望したも​
​のの、在庫不足や発注数が限られ、需要に答えられていないことを指摘する声もあった。一​
​方で、先述の現場での対応負担や、後述する医療連携の課題ほど意見数は多くはなかった。​

​求められる施策▶​​回答者のうち約３割は、継続的に取り扱う薬局に対し、収益そのものとは​
​別のインセンティブや評価を求めている。今後継続的に取り扱われ続けることの重要性を鑑​
​みても、収益以外での加算等のインセンティブづくりも考えられる。また、ニーズにあった​
​安定供給、期限切れリスクへの対処など、薬局が取り扱いやすい供給体制を整え、不動在庫​
​不安を減らすことが、導入のハードルを下げることにつながると考えられた。​

​●その他の課題​
​それ以外にも、自由記述の回答も多く、緊急避妊薬の取り扱いの障壁は複合的で多岐に渡る​
​ことがうかがえた。利用者側への情報提供も重要という指摘も複数みられた。また、提供手​
​順は煩雑で一定の時間を要するため、一人薬剤師の薬局では扱いが難しいという声や、地域​
​で需要がなく取り扱いは難しい、近隣に産婦人科がないとの声も複数あった。​
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​【地域格差是正に関するもの】​

​● 医療連携・調整の課題​
​緊急避妊薬の薬局販売は、薬局・ドラッグストア単独では完結しない。地域の薬剤師会と医​
​師会・産婦人科医の包括連携もしくは、薬局等と近隣の産婦人科医の個別連携が制度上・運​
​用上の必須条件となっている。そのため、地域によってこれらの連携が進まないことが、地​
​域格差の直接的な要因になっていると考えられる。​
​アンケートを踏まえると、地域によって、以下のような状況がある。​

​●​ ​産婦人科医会と薬剤師会の包括的な連携がなく、薬局等が個別に産婦人科に連携を​
​依頼する必要がある。なかには連携を依頼しても断られるケースもある。​

​●​ ​産婦人科医会と薬剤師会の連携はあるが、連携に際し、​
​○​ ​薬局・ドラッグストアが医師会から連携にかかる費用を求められる​
​○​ ​薬局・ドラッグストアが薬剤師会に属していない場合は薬剤師会から登録に​

​かかる費用を求められる　県がある。​
​また、研修を受講し薬剤師会にも届け出ているにもかかわらず、取り扱い薬局のリストに反​
​映されていないとの回答が回答者の約3割にあたる199件あった。ここでも、内部の反対が​
​明らかな場合もあるが、約3割は理由もわからないまま、掲載されないという事態が発生し​
​ている。​
​都道府県によっては、「薬剤師会と医師会がうまく連携をとれているようで県薬剤師会が連​
​携を取ってくれました」と、産婦人科との連携が条件であってもそれが障壁になっていない​
​地域もある。​
​これらを踏まえると、連携のあり方の違いが地域格差の大きな原因の一つと考えられる。​

​求められる施策▶​​薬局等が個別に産婦人科と連携を結ぶハードルは高いという声もあり、実​
​際に連携を申し込んだものの断られるケースも報告されている。地域格差是正のためには、​
​現状、医師会と薬剤師会による包括連携を確実に実施することが最重要と思われる。また、​
​包括連携をしないとした都道府県もあり、その場合は個別連携をスムーズに行うために、地​
​域行政を含めたネットワーキングの強化が必要であると示唆された。手続きに時間がかかっ​
​ている場合もあり、これら連携に関する一連の手順についてベストプラクティスなどがあれ​
​ば、それを国が提示することも一案である。​
​また、そもそも産婦人科が少ない地域にこそ緊急避妊薬を取り扱う薬局等がアクセスのため​
​に必要なため、この連携が緊急避妊薬取り扱いの条件とされるべきなのか、といった点も、​
​今後議論される必要がある。​
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​●全体のまとめ​

​本調査を通じ、緊急避妊薬を「大切な薬」「扱いたい」と捉えてくださる薬剤師の方々の存​
​在が可視化された。一方で、緊急避妊薬は、販売の際のプライバシー確保や対応、返品不可​
​による収益性等への課題感を持つ薬剤師も一定数おり、また、そもそも、研修受講や近隣の​
​産婦人科との連携、更にはその申請手続きなど、取り扱うリスト掲載ための必須条件を満た​
​すにも高いハードルがあることが分かった。​

​また、地方や離島等でも緊急避妊薬を取り扱える薬局・ドラッグストアが増えつつある一方​
​で、主に地域連携の状況等によって、取扱件数については大きな地域格差がみられている。​
​高齢化や人口減少等も相まって、ニーズはない、近隣の産婦人科もないとされる地域もあっ​
​たが、緊急避妊薬は幅広い年代で必要になりうる薬であり、本来病院が少ない地域にこそ薬​
​局に置かれる必要がある、という難しさも明らかになった。​

​加えて、緊急避妊薬のOTC化については、まだまだ周知も限られている。緊急避妊薬を必​
​要とする人に安心・安全・確実に届けるためには、性教育をはじめ、あらゆる形での情報提​
​供も両輪で進めていく必要がある。地域によっては日本語が話せない外国人の方々への多言​
​語対応も求められている。​

​このように、緊急避妊薬の取り扱いについては、個々の薬剤師・薬局の知識や意識の問題と​
​いうよりも、制度設計、業務運用、経営判断、地域環境、周知レベルといった、構造的要因​
​に広く分布していることが示唆された。したがって、アクセス向上は、個別の努力に委ねら​
​れるものではなく、できる限り薬剤師・現場の負担を減らせるよう、リストへの反映といっ​
​たすぐにでもできることは速やかに進めつつ、関係団体間の合意形成や役割分担の明確化、​
​費用負担の在り方の整理、情報の一元化、個別連携となった場合のサポート、手続きの簡素​
​化、安定的な供給体制や経済的インセンティブの整備など、複合的な制度面での改善が求め​
​られる。緊急避妊薬のOTC化後、3年を目途に安全性の評価及び取り扱い条件の議論が予定​
​されており、本調査をはじめ、今後も定期的に実情を適宜把握し、薬剤師向けの資材作成、​
​条件・手続きの見直しなどを継続的に行い続けることが重要と考えられる。​
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​【薬剤師の方向け】​
​緊急避妊薬の薬局販売に関連する障壁についてのアンケート​

​質問票​

​薬剤師の方ですか？(このアンケートは薬剤師の方を対象としたアンケートになります)​
​はい​

​都道府県​

​ご所属の薬局名(任意)​

​緊急避妊薬の調剤及び販売に関するe-ラーニングを受けましたか？​
​・はい​
​・いいえ​

​地域の薬剤師会の会員ですか？​
​・はい​
​・いいえ​

​ご所属の薬局は、緊急避妊薬の試験販売に協力されていましたか？​
​・していた​
​・していない​
​・その他​

​ご所属の薬局において、現在、要指導医薬品である緊急避妊薬を取り扱っていますか？​
​・扱っている​
​・扱っていないが、今後取り扱いたいと思っている。​
​・扱っておらず、今後も扱うつもりはない。​

​ご所属の薬局は、オンライン診療を受けて緊急避妊薬の調剤に対応可能な薬剤師が在籍して​
​いますか？​
​・はい​
​・いいえ​

​要指導医薬品である緊急避妊薬の販売・取り扱いに関する障壁があれば教えてください​
​(複数回答、いくつでも選択可)​

​●​ ​研修に時間がかかる​
​●​ ​研修の受講料が高い​
​●​ ​女性の薬剤師がいない/少ない​
​●​ ​薬局内にプライバシーを守れる場所の確保が難しい​
​●​ ​緊急避妊薬の単価が高い​
​●​ ​緊急避妊薬提供のプロトコルが煩雑​
​●​ ​緊急避妊薬の提供には時間がかかる​
​●​ ​緊急避妊薬の入荷可能個数を制限されている/在庫が不足している​
​●​ ​地域における包括連携ができない​
​●​ ​緊急避妊薬を取り扱うため、研修を修了し申請もしたが、取り扱い薬局として反映​

​されない​
​●​ ​そもそも緊急避妊薬を販売するつもりがない​
​●​ ​地域の医師会・産婦人科医会が非協力的である​
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​●​ ​地域の薬剤師会が非協力的である​
​●​ ​トラブルや責任が不安​
​●​ ​特に障壁はない​
​●​ ​その他(自由記述)​

​【緊急避妊薬の入荷可能個数を制限されている方へ】具体的な個数がわかれば教えてくださ​
​い​

​【 産婦人科医との連携がとれない方へ】理由がわかれば教えてください(複数回答可能)​
​●​ ​薬剤師会の会員でないため、連携に関するとりまとめが有料となった​
​●​ ​薬剤師会の会員でないため、連携に関するとりまとめ対象から外れ、個別に連携を​

​結ぶ必要がある​
​●​ ​薬剤師会と医師会の連携がなく、産婦人科との個別に連携を結ぶ必要がある​
​●​ ​研修も修了し薬剤師会に取り扱いの申請をしたが、取り扱い薬局のリストに反映さ​

​れていない​
​●​ ​電話等で個別に産婦人科との連携を希望したが、断られた​
​●​ ​その他(自由記述)​

​【研修も修了し薬剤師会に取り扱いの申請をしたが、取り扱い薬局のリストに反映されてい​
​ない方へ】その理由がわかれば教えてください​

​●​ ​手続き等の事務作業に時間がかかっている​
​●​ ​関係者内部で反対がある​
​●​ ​理由はわからない​

​どのようなことがあれば、 緊急避妊薬の適正使用を保ちながら取り扱い薬局販売がより拡​
​大すると思いますか？（複数選択可）​

​●​ ​薬局・薬剤師の取り扱い条件の簡素化​
​●​ ​薬局・薬剤師の手続きの簡素化​
​●​ ​緊急避妊薬の取り扱いの研修内容の簡素化​
​●​ ​対応マニュアル等の充実化​
​●​ ​継続的に取り扱う薬局への評価・インセンティブ​
​●​ ​地域連携への理解の深まりや協力の強化​
​●​ ​その他(自由記述)​

​その他、伝えたいことなどあれば教えてください。​
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